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Ⅰ. はじめに
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(株)KDDI総合研究所 フューチャーデザイン1部門3GL

国内外の情報通信制度・政策・市場等に関する調査研究に従事

【略歴】

◼ 1975年生まれ、兵庫県出身。

◼ 1998年東京大学法学部卒。同年、国際電信電話（当時：現KDDI）入社。
企業通信、海外赴任（香港）、官公庁・通信事業者窓口部門等を経て、2013年KDDI総研（当時）出向。
2017年同社調査1部長。同年、KDDI総研・KDDI研究所の合併を経て、現職。

【社外委員等】

◼ 情報ネットワーク法学会 理事（2018/12～）

◼ IoT推進コンソーシアム 安全なデータ流通における技術と法の研究会 委員（2018/11～）

◼ 情報通信学会 事業企画委員会 副委員長（2017/7～）

◼ 総務省 データ主導時代の産業政策SWGオブザーバー（2018/4～6）

◼ 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 オンライン完結プラットフォーム検討委員会委員（2017/12～2018/2）

◼ 札幌都心部地下空間におけるICT活用実証実験専門家検討会議 専門家委員（2017/8～2018/3）

◼ IoT推進コンソーシアム データ流通促進WG委員（2017/1～2018/3）

◼ 総務省 改正個人情報保護法等を踏まえたプライバシー保護検討TF 構成員代理（2015/12～2017/3）

自己紹介等
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KDDI総合研究所のご紹介（１）
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KDDI総合研究所のご紹介（２）
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Ⅱ. プラットフォームとは
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◼ “The New ICT Ecosystem” by Martin Fransman, 2010

ICT産業を「新たなエコシステム」として分析

ICTエコシステム（１）
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ICTエコシステム（２）
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出所：総務省 平成27年版 情報通信白書
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ICTエコシステム（３）
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出所：総務省 平成27年版 情報通信白書
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◼ 複数のネットワーク・端末をシームレスにつなげ、様々なアプリケーションを提供しやすくするための共通
基盤

ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能の在り方に関する研究会（2005年）

◼ 物理的な電気通信設備と連携して多数の事業者間又は事業者と多数のユーザー間を仲介し、コン
テンツ配信、電子商取引、公的サービス提供その他の情報の流通の円滑化及び安全性・利便性の
向上を実現するサービス

通信・放送の総合的な法体系に関する研究会（2007年）

◼ 通信レイヤー上でコンテンツ・アプリケーションを円滑に流通させる機能
通信プラットフォーム研究会（2009年）

◼ ＩＣＴネットワーク、とりわけインターネットにおいて、多数の事業者間ないし多数の事業者とユー
ザー間を仲介し、電子商取引やアプリ・コンテンツ配信その他の財・サービスの提供に必要となる基盤
的機能

（情報通信白書（2012年版）

そもそもプラットフォームとは（１）
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◼e.g. search engines, social media, e-commerce platforms, 
app stores, price comparison websites, ad networks

◼there is no consensus on a single definition of online 
platforms as a clear-cut definition would likely be too 
narrow, or conversely apply to a very wide range of 
Internet services

“COMMISSION STAFF WORKING DOCUMENT Online Platforms Accompanying 
the document Communication on Online Platforms and the Digital Single 
Market“

European Commission (SWD/2016/0172 final)

そもそもプラットフォームとは（２）
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◼ An online platform is a digital service that facilitates 
interactions between two or more distinct but 
interdependent sets of users (whether firms or 
individuals) who interact through the service via 
the internet

◼ A digital ecosystem, which is a broader concept that 
can include online platforms.

◼ Digital ecosystems are combinations of 
interoperating applications, operating systems, 
platforms, business models and/or hardware, and 
not all components of the ecosystem must be 
owned by the same entity

そもそもプラットフォームとは（３）
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“An Introduction to Online Platforms and Their Role in the Digital Transformation”
OECD, May-2019
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◼ ICT やデータを活用して第三者に「場」を提供するデジタル・プラットフォーム（オンライン・プラット
フォーム）と呼ばれるサービスには、様々なものが含まれる。

⚫ オンライン・ショッピング・モール、インターネット・オークション、オンライン・フリーマーケット、アプリケーション・マーケッ
ト、検索サービス、コンテンツ（映像、動画、音楽、電子書籍等）配信サービス、予約サービス、シェアリングエ
コノミー・プラットフォーム、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下「SNS」という。）、動画共有サービス、
電子決済サービス 等

「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境整備に関する中間論点整理」（2018.12）

→ なんとなくイメージはできるものの、定義すら容易ではない。

そもそもプラットフォームとは（４）
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Ⅲ. プラットフォーム経済
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◼ 従来の産業・ビジネスのバリューチェーンの各要素の分離（モジュール化）し、市場のレイヤ構造化

◼ 時間的制約・空間的制約を超越

◼ イノベーションを触発、効率性やインクルージョンを実現

プラットフォームがもたらす便益
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出所：世界銀行 ”World Development Report 2016”
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経済モデル ロジック これまでの事例

規模の経済
（範囲の経済）
（密度の経済）

巨額の初期投資を参入障壁として、自然独占が
生じる

電気・ガス・水道、
鉄道、郵便、通信

直接
ネットワーク効果

顧客数増加により他顧客の便益が向上する場合、
ある閾値を超えると爆発的に普及が進み、独占が
生じる

固定電話、Fax

間接
ネットワーク効果
（両面性市場）

顧客層が異なる２市場間にて、一方の市場におけ
る顧客数増加により他市場の顧客の便益が向上
する場合、プラットフォーマーは一方の市場の価格を
下げて独占を図るとともに、市場支配力を以て他
市場の顧客に費用転嫁する

クレジットカード
パソコンのOS
ゲーム機

ミクロ経済学的背景
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出所：経済産業省「2016年版 通商白書」を参考に筆者作成
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経済モデル ICT化による影響 具体的事例

規模の経済
（範囲の経済）
（密度の経済）

IT システムはハードインフラと比較し複製コストが低
く、海外展開等を前提とした汎用システムは価格競
争力を持ちうる

エストニアの通関シス
テム

直接
ネットワーク効果

顧客獲得のための限界費用は低くなるが、NPO 等
により運営される場合を除き、顧客自身が一定の費
用を負担する必要があるため、市場規模には限界
がある技術革新により「データ蓄積」自体が価値を
持つようになると直接ネットワーク効果が発現する

Wikipedia
Skype
5ch

間接
ネットワーク効果
（両面性市場）

顧客獲得のための限界費用が低く、転嫁可能な範
囲内であれば極めて低い水準または無料での提供
が可能となるため、容易かつ早期に市場を席巻でき
る

Adobe Acrobat
Facebook

ICT化による限界費用を引き下げるプラットフォーム

18

出所：経済産業省「2016年版 通商白書」を参考に筆者作成
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【参考】5000万顧客獲得にかかった時間
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出所：Reddit
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【参考】直接ネットワーク効果と間接ネットワーク効果

20



Copyright(C) 2019 KDDI Research, Inc. All Rights Reserved.

データの分

析・解析

よりよい

サービスの

提供

更なる顧

客の獲得

顧客からの

データ収集

【参考】正のフィードバック効果
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規模の経済

ネットワーク効果
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プラットフォームサービスの状況
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出所：総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」事務局資料（2018.10.18）

BtoBtoC市場における競争状況の例

<SNS> <messaging> <search engine>
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プラットフォーム事業者の状況
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出所：総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」事務局資料（2018.10.18）
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スマートフォン関連のレイヤー構造の変遷
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出所：総務省「スマートフォン経済の現在と将来に関する調査研究の請負報告書（平成29年3月）
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スマートフォン関連の取引形態の４類型
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出所：総務省「スマートフォン経済の現在と将来に関する調査研究の請負報告書（平成29年3月）
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フリーランチ
◼ 多くのプラットフォームサービスは無料または格安で提供されている。

（Googleの検索サービス、FacebookのSNS…）

◼ There ain‘t no such thing as a free lunch.

◼ 消費者が費用を負担していないとしても、誰かしらが何らかの形で費用を負担している。無料ビジネ
スにおける事業運営費用は別事業の収入から内部補助される。

◼ 特別な機能やカスタマイズされた付加価値サービスを有償で提供するフリーミアム（例：ニュースサ
イトの無料サービスでの記事閲覧数制限）、フリートゥペイ（例：オンラインゲームでのアイテム課
金）に移行するものもある。

ロックイン
◼ 一度プラットフォームサービスを使ってしまうと、引き続き同じサービスを使い続ける。サービス切替には、

切替に係る費用（スイッチングコスト）が多くかかってしまう。

フリーランチとロックイン
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◼独占・寡占による問題

⚫プラットフォーム事業者が優越的地位を乱用する恐れ

•例）ルールの一方的変更
競合サービスの不当な優遇
不明確なランキングやアカウント停止等の基準
プラットフォームによる報復の懸念

•既存の法制度（業法規制・消費者保護法制）では十分に対応しきれない

⚫優越的地位を乱用しないにしても大きな影響力

•大量収集される利用者情報の利用メカニズムはブラックボックスで、利用者の
不安・懸念が増大

• フェイクニュース等も問題

プラットフォームの影（１）
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◼国境をまたぐ問題

⚫国外の事業者が、国内にサーバ等の設備を設置せず、国内の事業者と同様
のサービスを多様な形態で提供
既存の法制度では越境問題を十分に処理しきれない

◼そして。。。

⚫そもそも実態がつかめない。

• 規制当局にとっては規制の検討が難しい。

• 従来の法制度や経済学的なアプローチが十分に機能しない。

–無料市場の画定についての研究も行われ始めている。
（例：依田高典京大教授・中村彰宏横浜市立大教授の共同研究）

プラットフォームの影（２）
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■amazon電子書籍事件（2015年6月）
米amazonが、取引先に対し、他の流通事業者との契約でamazonより有利な条件を提供する際には、

amazonに対しても最低でも同条件の適用を求める条項（いわゆる最恵国待遇条項）を設けるなどにより、
競争を制限しているとの疑いがあり、EUの競争当局が調査。
⇒ 2017年に米amazonが当該条項を使用しないことをEUの競争当局に確約。

■Google Shopping事件（2017年6月）
米Googleが検索エンジン市場で支配的地位を乱用し、検索結果において自ら提供するショッピングサービス

を優先表示させることにより、当該サービスを違法に有利にしているとの疑いがあり、EUの競争当局が調査。
⇒米Googleに対し、EU競争法違反により24.2億ユーロ（3,146億円)の制裁金を賦課。

■FacebookによるWhatsApp買収事案（2014年）
FacebookがWhatsAppを190億ドル（2.09兆円）で買収提案。
EUは、将来、両社のメッセージアプリ間でユーザデータの統合が行われる可能性について審査。データ評価を

含む将来の市場予測に取り組み、その結果、データ統合は技術的に困難であるとの同社の申請を受け入れ、
買収を容認。
しかし、その後、Facebookは、両アプリのデータ統合を実行。その結果、Facebookの寡占化が進んだ。結

果として、EUは当初の判断を覆し、2017年に1.1億ユーロ（143億円）の制裁金を決定。

【参考】プラットフォーム事業者への制裁等の事例
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プラットフォームサービスを巡る課題
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出所：総務省「プラットフォームサービスに関する研究会」事務局資料（2018.10.18）



Copyright(C) 2019 KDDI Research, Inc. All Rights Reserved.

Ⅳ. 近時の我が国の政策動向
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政府内の検討経緯
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）

中間論点整理（案）
公表までは非公開
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基本原則の公表
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）
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主な検討課題と進め方
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）



Copyright(C) 2019 KDDI Research, Inc. All Rights Reserved.

デジタル・プラットフォーマーの取引慣行に関する実態調査（１）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）
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デジタル・プラットフォーマーの取引慣行に関する実態調査（２）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、総務省
「デジタル・プラットフォーマーの取引慣行等に関する
実態調査（中間報告）の概要」 （2019.4.24）



Copyright(C) 2019 KDDI Research, Inc. All Rights Reserved.

取引慣行の透明性や公正性確保に向けたルール整備（１）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）
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取引慣行の透明性や公正性確保に向けたルール整備（２）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、総務省 「取引環境の透明性・公正性確保に向けたルール整備の在り方に関するオプション (概要)」 （2019.5.21）
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取引慣行の透明性や公正性確保に向けたルール整備（３）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、総務省 「取引環境の透明性・公正性確保に向けたルール整備の在り方に関するオプション (概要)」 （2019.5.21）
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データ等の独占による競争阻害への対応
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出所：経済産業省、公正取引委員会、総務省「デジタル・プラットフォーマーを巡る取引環境の整備に向けて」（2019.2.18）
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専門的知見によるスピーディーな対応に向けた新しい体制の整備
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出所：
経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマー
を巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）
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データの移転・開放等の在り方に関する検討（１）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、
総務省「デジタル・プラットフォーマーを
巡る取引環境の整備に向けて」
（2019.2.18）
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データの移転・開放等の在り方に関する検討（２）
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出所：経済産業省、公正取引委員会、総務省
「データの移転・開放等の在り方に関する関する
オプション (概要)」 （2019.5.21）
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【参考】成長戦略実行計画案
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出所：未来投資会議
第28回事務局配布資料
（2019.6.5）
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Ⅳ. 結びにかえて
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◼ オンラインプラットフォーム規制案（PtoB）
Proposal for a REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL on promoting fairness and transparency for business users of online 
intermediation services (2018/0112/COD)

⚫ 2018年4月に欧州委員会が提案。

⚫ 2019年2月に欧州委員会・欧州閣僚理事会・欧州議会で成立に向けて基本的な合意が成立しており、現
在最終化がはかられている。

◼ オンラインプラットフォーム経済の監視のための専門家グループ

⚫ 15 high-profile experts as members of the expert group for the Observatory on the 
Online Platform Economy（2019.4）

海外の注目すべき動向－EU

46

【主な内容】
・ プラットフォーム利用条件の明確化
・ 提供の停止・中止の際の事前に、理由を付して通知
・ ランキング基準の開示（自社優遇する場合はその旨も）
・ データポリシーの決定・明示

・ 他のプラットフォーム利用を制限する場合の理由・
条件の明示

・ 苦情処理システムの構築
・ 調停応諾義務
・ 団体訴訟制度
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◼ “An Introduction to Online Platforms and their Role in 
the Digital Transformation” 

-Published on May 13, 2019

◼ 米国OTT事業者以外についても情報収集・分析。

海外の注目すべき動向－OECD
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【参考】総務省における検討（１）
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出所：総務省 情報通信審議会 電気通信
事業政策部会 電気通信事業分野に
おける競争ルール等の包括的検証に関
する特別委員会 事務局資料
（2018.10.4）
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【参考】総務省における検討（２）
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出所：
総務省 情報通信審議会 電気通信
事業政策部会 電気通信事業分野に
おける競争ルール等の包括的検証に関
する特別委員会 事務局資料
（2019.4.9）
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